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基本情報 地域連携・地域移行における市区町村の現状・課題

1.自治体の基本情報

可児市は、休日部活動の地域移行に向けて、

令和３年度に制度設計、令和４年度から５

年度にかけて保護者会と学校による協働での試

行実施を行うとともに、すべての部活動で二者協

議・三者協議を重ね、意見集約や課題を整理

し、持続可能な地域クラブ活動の確立を目指し

てきた。

試行実施を進める中で、現在の「部活動が抱

える課題」と「地域移行における課題」の大きく２

つの課題が明らかになった。

部活動自体に関しては、加入人数の減少、

チームの存続危機やそれに対する不安、やりたい

部活動がない、顧問が必ずしも経験者ではない

などの課題が浮かび上がった。

地域移行に関しては、保護者会が地域移行

の受け皿では持続困難、指導者が確保できな

い、保護者負担が増加するなどの課題に加え、

地域移行はすべての部活動で一斉に実施すべ

きとの要望が寄せられていた。

可児市の部活動改革は、これら両方の課題を

解決できる体制整備を進め、段階的に地域に

移行していく必要がある。

面積 87.57 k㎡

人口
（R6.5.1現在）

99,842 人

公立中学校数 5 校

公立中学校生徒数
（R6.5.1現在）

2,644 人

部活動数 55 部活

市区町村の協

議会・検討会議

等の設置状況

設置済

市区町村の推進

計画・ガイドライン

等の策定状況

策定済

【可児市の特徴】
可児市は、外国籍市民が
全人口の約９％を占め、市
内５校の公立中学校におい
ても、令和6年5月1日現在
で14.6％(387人)が外国籍
生徒となっている。
このため、部活動改革を進
めるにあたっては、外国籍の生
徒や保護者にもわかりやすい
制度設計が求められる。
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運営体制・役割 年間の事業スケジュール

2.実証内容と成果

●運営体制図（協働型推進体制）

●行政組織内での役割分担

◉教育委員会

・教育総務課・・・学校環境の整備

・学校教育課・教育研究所・・・学校との調整・連携、兼職兼業事務

・学校・部活動顧問・・・学校施設の貸し出し、地域指導者との連携

◉市長部局

・文化スポーツ課・・・部活動改革・地域クラブ活動の主幹、スポーツ施設の貸し出し

・財政課・・・予算措置

・地域協働課・・・地区センターの貸し出し

令和６年４月
可児UNICを実施主体とした
地域クラブ活動スタート

令和６年５月
可児市ジュニアスポーツ・文化
活動振興会議準備会の開催

令和６年６月 UNIC年会費の徴収

令和６年７月
～８月

二者協議・三者協議の実施

令和６年８月 部活動調査委員会の開催

令和６年９月
可児市ジュニアスポーツ・文化
活動振興会議準備会の開催

令和６年11月 WEB版指導者講習会開始

令和６年12月
可児市ジュニアスポーツ・文化
活動振興会議準備会の開催

令和７年１月
指導者報酬の支払い(４～12
月分) (※1～3月分は4月)

令和７年２月 入学説明会

令和７年２月
～３月

二者協議・三者協議、学校説
明会の実施

令和７年３月
可児市ジュニアスポーツ・文化
活動振興会議準備会の開催

可児市ジュニアスポーツ・文化活動振興会議

事務局：可児市市民文化部文化スポーツ課

中学校 保護者

ＵＮＩＣ

事務局

地域

指導者

可児市

体育連盟

種目協会
アーラ

文化団体

中学生にとって

望ましい

スポーツ・ 文化活動

の構築

「 地域クラブ活動」

○保護者：保護者会運営、指導者推薦、

活動支援等

○中学校：部活動地域クラブ連携、地域引継等

○地域指導者：地域クラブ指導、学校連携、

学校引継等

○体連・種目協会：指導者派遣、指導者講習会、

種目協会連携等

○アーラ・文化団体：指導者派遣、指導者講習会、

種目協会連携等

○UNIC事務局：各種事務手続き、体制整備、

保険対応等

◎可児市地域クラブ活動推進会議：

仕組みづくり、支援制度の制定等
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地域スポーツクラブ活動の運営実績

2.実証内容と成果

①全体に関すること

中学校数 ５ 校 実施した地域クラブ総数 46 クラブ

ケース別クラブ数
A：部活動を地域移行した形のクラブ数（及び移行された部活動数） 46 クラブ（55 部活）

B：部活動を移行する形態ではない地域クラブ（新たな種目のクラブを新規に創設するケース等） ０ クラブ

全体の指導者数 172 人 全体の運営スタッフ数 ６ 人

②各クラブに関すること(集約)

クラブ名
運営団体
種別

種目
※新規のものは末尾に
（新）を付ける

実施回数
実施
時間帯

参加者
（学年別）
R6.5.1現在

実施期間 活動場所
指導
者数

運営ス
タッフ数
（他クラブ
と兼務）

会費 大会参加方法

可児UNIC
スポーツクラブ

総合型地
域スポーツ

クラブ

軟式野球、ソフ
トボール、バレー
ボール、バスケッ
トボール、ソフト
テニス、卓球、剣
道、柔道、サッ
カー、水泳、陸

上、バドミントン

月4回程度

9:00～
18：00のう
ちの３時間
程度

1年：414人
2年：450人

3年：345人
4月～3月

各中学校
グラウンド

体育館等
172 人

６人
(０人)

年会費

1,000円
原則：部活動
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主な取組例

2.実証内容と成果

●運営体制図（地域クラブ活動を実施する際の運営体制図）

地域クラブ活動で実施
した種目

軟式野球、ソフトボール、バレーボール、バ
スケットボール、ソフトテニス、卓球、剣道、
柔道、サッカー、水泳、陸上、バドミントン

運営団体名 可児UNICスポーツクラブ

期間と日数
４月１日～３月31日
月４回程度

指導者の主な属性 中学校教員、地方公務員、会社員等

活動場所
蘇南中学校、中部中学校
西可児中学校、東可児中学校
広陵中学校 等

主な移動手段 徒歩、自転車

１人あたりの参加会費
等（年額）

1,000円

１人あたりの保険料

スポーツ安全保険
生徒１人あたり：800円/年
指導者１人あたり
：1,850円/年(64歳未満)
：1,200円/年(65歳以上)

●可児UNICスポーツクラブ 活動概要

●地域指導者

役割：教育的な意義を踏まえつつ、部活動顧問と連携しながら、担当種目の

技術的指導等を行う。

●運営スタッフ（コーディネーター兼務）

役割：市、学校、地域指導者等と連携を図りながら、地域クラブ活動の管理

運営を行うとともに、参画するクラブの登録、生徒・指導者の保険加入、

指導者謝金の支払い等の事務を行う。

●指導者や運営スタッフなどの役割分担等

可
児
市
（
運
営
主
体
）

可
児
Ｕ
Ｎ
Ｉ
Ｃ
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラ
ブ
（
実
施
主
体
）

市
内
各
中
学
校
（
５
校
）

野球

バスケットボール

ソフトボール

バレーボール

業務委託
参加

・地域クラブ活動の実施
・指導者謝金の支払い
・保険加入、保険対応
・連絡体制

サッカー

水泳 陸上

卓球 テニス

剣道 柔道

バドミントン
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取組内容

2.実証内容と成果

○地域移行の受け皿として「総合型地域ス

ポーツクラブ」（可児UNIC)による地域クラ

ブ活動を推進する。

○休日部活動の地域移行を進めるため、

指導者を確保するとともに、施設の利用調

整や、大会の参加申込・随行等についても、

段階的に移行できるよう取り組みを進める。

○市に総括コーディネーターを配置し、関係

機関との連絡調整や指導助言による全体

総括を行うとともに、可児UNICにもコーディ

ネーターを配置し、連絡調整等を円滑に行

う。

○可児UNICには、スポーツ少年団をはじめ、多くの

会員が在籍しており、会員登録、保険対応、謝金

支払い、指導者連携等のノウハウを持ち合わせてい

るため、休日の地域クラブ活動への移行をスムーズに

行うことができた。

○休日の指導に関しては、右の表のとおり、協会派

遣の指導員20人を含め172人を確保し、全クラブ

の91.3％に地域指導者を配置することができた。

○市に総括コーディネーター、可児UNICにコーディ

ネーターを配置したことで、関係部署間の連携がより

スムーズに行えるようになった。

●取組項目名 ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

取組事項 取組の成果

今後の課題と対応方針

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

地域指導者の配置状況

コーディネーターの具体的な動きの実績

【総括コーディネーター】

・学校、可児UNIC等を巡回し、課題等のヒアリング・助言等を実施。

・準備会の調整等を実施し、関係団体との連携に努めた。

・二者協議、三者協議等の意見を踏まえ、制度の見直しを進め、次年度に向け手

引き等の改訂を実施。

○指導者が配置できず、やむを得ず部活動顧問が指導を継続しているクラブもあるた

め、活動時の見守りや準備・片付け等の補助的支援を担う者の配置や、指導者の

公募や登録制度など、持続可能な仕組みづくりを構築していく必要がある。

○施設の利用調整や、大会の参加申込・随行等の地域移行については、課題も多

いため、移行可能な事務の精査や手法などを調査・検討し、対応していく必要がある。

地域クラブ数
地域指導者
配置クラブ数

割合

46クラブ 42クラブ 91.3％

地域指導者
登録者数

左のうち協会
派遣指導者数

割合

172人 20人 11.6％
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取組内容

2.実証内容と成果

○指導者の確保のために、各種目協会や文化団体等と連携して、地域

クラブ活動に指導者を派遣する制度を実施する。

○地域指導者の資質向上と部活動改革の方針や教育的意義について

の指導者講習会を実施する。

○ソフトテニス、剣道、卓球、柔道の４つの種目協会を通じて、20名の

指導者を派遣いただいた。生徒や学校（部活顧問等）からの聞き取り

では、「専門性の高い技術指導が受けられる」、「試合に勝てるようになり

楽しくなった」等、満足度の高い声が多く聞かれた。一方で、協会派遣に

も限界があるため、派遣制度に替わる新たな仕組みづくりが急務となって

いる。

○指導者講習会については、 これまでの対面方式からWEB方式に変更

したことにより、講習会に参加しやすい環境を整えることができた。（詳細

は、次頁の②参照）

●取組項目名 イ：指導者の質の保障・量の確保①

取組事項 取組の成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

【可児市中学校部活動調査委員会※での主な意見】
※委員構成：中学校長会代表、各中学校部活動担当、教育研究所、文化スポーツ課職員

・休日の先生方の負担が減った。

・技術力の大幅な向上に加え、これまで以上に一生懸命に取り組む姿

が見られるようになり、生徒に良い影響が出ている。

・保護者の意識も変わり、活動を積極的に支援いただけるようになった。

・地域指導者による生徒のサポートがとても手厚くありがたい。

・休日の練習を平日の学校部活動にも取り入れるようになり、部活動顧

問のスキルアップにも繋がっている。

可児市ＵＮＩＣ

地域クラブ活動

②指導者の
派遣依頼

⑨派遣調
整

各種目協会

③指導者の
派遣依頼

⑥選定指
導者の報告

④指導者
の選定

⑩指導者の
派遣

⑪派遣指導

者による指導

①指導者の

必要数調査

⑤指導者
の決定

⑦地域指
導員登録

⑧選定指
導者の報告
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取組内容

2.実証内容と成果

○講習内容（ YouTube動画）

・可児市における部活動改革の経緯と概要

・地域クラブ活動の運営・実施体制

・部活動の意義や効果

・中学生との向き合い方

・仲間とのかかわり指導

・中学生を支える家族の方との向き合い方

・安全管理

・地域指導者の手引きの説明

○効果測定（eラーニング）

・LoGoフォームによるeラーニング

●取組項目名 イ：指導者の質の保障・量の確保②

指導者講習会の内容

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

今後の課題と対応方針

・講習会を対面方式からWEB方式にしたことで、自分の好きな時間に気

軽に参加することができた。スマホで受講からeラーニングまで完結すること

ができ、とてもありがたかった。

・地域クラブ活動に関する各種手引き等はいただいているが、特に留意い

ただきたい事項について丁寧に説明いただけたので、制度の理解がさらに

深まった。

・実際に部活動指導にあたっていた先生（OB）からの話で、とても参考

になった。特に、仲間や家族との関わり合いなど、技術的な指導以外の

重要性を再認識することができた。

・専門家からの難しい話ではなく、全体的に実務に即した内容だったため、

わかりやすかった。

受講者の声

指導者講習会の参加実績

○実 施 日： 令和6年11月25日～令和7年３月31日

○実施方法： WEB方式（YouTubeで講習動画を視聴した後、習

熟度を測るため、LoGoフォームによるeラーニングを実施。

eラーニング修了者には後日「修了証」を発行。）

○参加人数： 62 人（令和6年12月31日現在）

・利用者の利便性を踏まえ、今後もWEB方式での開催を継続したいと

考えているが、①動画等の作成に一定の期間と専門性を要する、②制

度等の見直しに素早く対応できない、③内容がマンネリ化する恐れがある

等の課題がある。更新の時期や頻度等の検討に加え、財団法人可児

市体育連盟が行う対面方式での講習会の活用等も行っていく。
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取組内容

2.実証内容と成果

○指導者の確保のために、各種

目協会や文化団体等と連携し

て、地域クラブ活動に指導者を

派遣する制度を実施する。

○「部活動改革の推進」と「種目協会の活性化」の両

方を実現できるよう、各種目協会や文化団体等と協議

を行い、協働・連携する体制整備を行った。

○協働・連携体制が構築できた各種目協会や文化団

体等から指導者が派遣され、指導者不足の解消につな

がった。

４種目の協会・連盟等から指導

者を派遣することができたが、その他

の種目においては、派遣する体制が

整っていなかったり、高齢化などの課

題を抱えている。引き続き、体育連

盟等と連携しつつ、各種目協会の

活性化や競技種目の発展、持続

可能な活動体制の構築を目指して

いく必要がある。

●取組項目名 ウ：関係団体・分野との連携強化

取組事項 取組の成果

今後の課題と対応方針

①ソフトテニス協会

・派遣人数 10人

・配置学校数 ４校

ほとんどの学校に専門的

な指導者がいなかったが、

指導者が配置できた。ま

た、協会員同士のため学

校間連携や協力も図れ

るようになった。

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

指導者 派遣実績

②剣道連盟・剣道協会

・派遣人数 ５人

・配置学校数 ２校

２つの学校で指導者がい

なかったが、連盟及び協

会から専門的な指導者

が配置できた。また、専門

的な指導も行えるように

なった。

③卓球協会

・派遣人数 １人

・配置学校数 １校

どうしても見つけることが出

来なかった学校に指導者

を派遣することができた。ま

た、専門的な指導も行え

るようになった。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各種目協会 
地域クラブ

活動 

可児市 

持続可能な 

活動体制の構築 

競技種目の発展 

ジュニア期からの 

競技人口の増加 

新たな担い手の育成 

種目競技の発展 

地域クラブ活動に 

おける指導者の確保 

生徒のニーズに 

応えた専門的指導 

協働・連携 

「部活動改革の推進」と「種目競技の活性化」の両方を実現！！ 

④柔道協会

・派遣人数 ４人

・配置学校数 １校

市内に１校しかない柔道

部の地域指導者が１名、

かつ、高齢なため、協会を

通じ４名の指導者を派

遣することができた。
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 エ：面的・広域的な取組

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

可児市内の中学校に設置しているすべての運動部活動を地域クラブ活動に移行する。

学校との協議や試行実施から得た結果より、「地域移行を一斉に実施してほしい」との意見であったため、すべ

ての運動部活動を一斉に地域クラブ活動に移行する。（文化系部活動も一斉に地域クラブ活動に移行。）

・学校部活動 70部 （内 スポーツ系部 55部 文化系部 15部）

・地域クラブ活動 54クラブ（内 スポーツ活動 46クラブ 文化活動 ８クラブ）

※スポーツ活動は、野球の合同チームを部活動は２、地域クラブ活動は１でカウントしていること、６つの

部（テニス4と卓球2）において、部活動は男女別、地域クラブ活動は男女合同で実施していること、２

部活（陸上、ソフトボール）で地域移行ができていないことにより、スポーツ系の部活動数55から９を引

いた46のクラブで地域クラブ活動をスタートした。

※文化活動は、７部活において休日の活動を実施しないため、地域クラブ活動を設置していない。

２つの部活動を地域クラブ活動に移行することができなかった。陸上部は

指導者の確保ができなかったこと、ソフトボール部は市をまたぐ合同チーム

（美濃加茂市の中学校と合同）であり、地域クラブ同士の合同チームで

は大会参加ができないことから、学校部活動として活動を継続している。

この２部活を地域に移行できるように関係者（機関）と協議・調整して

いく必要がある。

取組事項

今後の課題と対応方針

○中学校の運動部部活動をできるとこからでなく、一斉に地域クラブ活動

に移行（２部活は除く）することで、保護者や生徒にもわかりやすい形で

スタートすることができた。

○活動内容についても、地域クラブ活動は学校部活動を補完する活動と

位置付けており、UNICへの加入や休日の指導者等を除き、部活動と大

きく変わらない体制としたため、移行に伴い大きな混乱も生じなかった。

取組の成果

地域クラブ活動への移行実績

・地域クラブ活動設置数：54クラブ

スポーツ活動 46クラブ

文化活動 ８クラブ

・地域クラブ活動未設置数：２部活

（休日活動しない部活動は除く）

スポーツ活動 ２部活 ※

文化活動 0部活

※陸上とソフトボールの各１部活
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 キ：学校施設の活用等

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

取組事項

今後の課題と対応方針

○利用可能な施設や日時、利用手順、利用時・利用後の注意点、遵守事項・責

任等、活動への配慮事項などを明記した「可児市立中学校の施設利用の手引き」

を作成した。

○利用料は免除とし、従来学校部活動にて使用していた時間帯はこれまでと同様

地域クラブ活動においても優先的に利用できるようにした。

○備品の利用範囲や破損・紛失した際の対応などについては「可児市中学生期のス

ポーツ・文化活動指針（学校部活動及び地域クラブ活動の在り方に関する総合的

なガイドライン）」及び「地域クラブ活動の手引き」に明記して運用している。

※ 「可児市立中学校施設利用の手引き」は学校や地域クラブ活動に配布するととも

に、可児市のホームページにて公開している。

取組の成果

学校施設の活用は手引きをもとに運営できている。今後はスマートキーによる運営や施設管理システムの導入などのDXによる利便性の向上も検討して

いく必要がある。

「可児市立中学校施設利用の手引き」を作成し、施設利用の各種ルールや注意事項、使用料の減免規程を作成し、運用する。

出展：可児市公式ホームページより
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総括・成果の評価・今後に向けて

2.実証内容と成果①

●成果の評価●総括

今後も「休日の部活動」を完全に地域に移行できるように各中学校の地域性や種目ごとに

おける課題や問題を整理し、「生徒がやりたい活動ができる中学生にとって望ましいスポーツ・

文化活動の実施環境の構築」を行い、「生きる力」の育成を図る。

持続可能な学校部活動・地域クラブ活動の推進体制を構築するため、UNICの組織体制

の強化や指導者の確保、予算の確保等を継続的に検討・見直していく。

また、大会参加・監督・施設利用調整などについては、学校が中心となって、段階的に地域

クラブに移行できる体制を整備していく。

●今後に向けて

可児市における部活動改革は令和３年度に制度設計

を行い、令和４年度～５年度の試行実施を経て、令和

６年度からすべての運動部活動を対象として、休日の部

活動を地域クラブ活動に移行し、５校46クラブ、地域指

導者172名による地域クラブ活動を４月から一斉にスター

トした。

UNICを実施主体、可児市を運営団体として、生徒が

UNIC会員となり、総合型地域スポーツクラブを地域移行

の受け皿とした新たな地域クラブ活動の体制を整備し、会

員登録、指導者登録、保険加入、報酬支払、保険対応

事務などをUNICにより実施することができた。

部活動改革の推進にあたっては、お互いが目的を共有し

て当事者意識を持ち、良い結果を生み出していく「協働型

推進体制」で推進している。

また、指針をもとに「可児市における部活動改革プラン」を

作成するとともに、生徒・保護者向けの「地域クラブ活動の

手引き」、指導者向けの「地域指導者の手引き」など様々

なマニュアルを作成しているが、現場の意見を反映しながら、

準備会にて不断の見直しを行い、活動を推進している。

一斉に休日の部活動を地域クラブに移行したこと

により、急激な変化が生徒の活動に影響を及ぼさ

ないよう、部活動顧問の協力のもと、段階的に移行

を進めることができた。これにより、各生徒においては、

これまでの学校部活動と変わらない活動を行うこと

ができている。また、教員の休日出勤を令和５年度

に比べ46.8％まで減少させることができた。地域クラ

ブとしての本格実施初年度としては、目標である教

員の休日出勤数の半減を達成することができ、可

児市としての地域クラブ活動の推進体制を整備す

ることができた。

2,427 
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0

500
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1,500

2,000
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スポーツ部活動顧問の

休日出勤延べ日数

（4～12月）

46.8％まで
減少
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二者協議・三者協議の結果

2.実証内容と成果②

●二者協議・三者協議で出された意見等について

●二者協議・三者協議を実施

本市の地域クラブ活動については、令和６年４月より可児ＵＮＩＣスポーツクラブを実施主体として本格実施を開始している。

その中で見えてきた課題や問題について、指導者・保護者による「二者」及び学校・指導者・保護者による「三者」で協議し、協議結果を学校で取りまと
めのうえ、市へ提出している。（提出した内容と対応は、HPに公開している。）

①運営体制について

・部員数が少ないので、今後学校単位で存続できるのか不安。

・備品の管理について、誰が行うのか不透明。

・警報が出ている場合の対応マニュアルがあるとよい。 等

②指導者について

・指導者が不足している。指導者がいても今後も続けてもらえるかが不安。

・指導者報酬の支払い時期を細かくできないか。

・指導者を派遣していただき、大変ありがたい。 等

③可児UNICスポーツクラブの保険加入等について

・途中で退部した際にその分の保険のお金は返金されるのか。

・UNIC年会費の支払い方法を振込にしてほしい。

・スポーツ安全保険の個人賠償はどこまで保険で賄うことが出来るのか。 等

④施設利用について

・体育館使用料を減免していただきありがたい。

・体育館の予約をするのが大変である。

・場所取りのマニュアルなどがあるとよい。 等

⑤各種連絡・連携について

・連絡ファイルで状況を確認し合えるのはありがたい。

・欠席連絡や急な活動中止など、使いやすいツールがあるとありがたい。

・顧問、保護者会、指導者と連絡をとりながらできている。 等

⑥大会参加について

・中体連以外の協会主催の各大会について、部活動扱いか地域クラブ扱い

かを共通理解を図ってもらいたい。

等

⑦学校関連の事項について

・学校施設の予約手順がどのようになっているかわかるとよい。

・生徒玄関の鍵の取り付けを急いでほしい。

・テニスコートの状態が悪いため、改善してほしい。 等

⑧その他

・保護者が活動に関わる機会が増えて、子どもの様子をたまにだけど見る機

会が増えたことがありがたい。

・保護者当番の協力を得られない方があり、今後対応を検討したい。 等
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2.実証内容と成果③

参考資料

可児市においては、国ガイドライン・県ガイドラインの策定を

受けて、令和３年３月に「可児市中学生期のスポーツ・文化

活動指針」を策定し、令和３年度から部活動改革に取り組

んでいる。

本指針は中学生期におけるスポーツ・文化活動について、よ

り多くの機会を創出し、多様なニーズに対応した活動ができる

よう、市内の中学校の部活動を持続可能なものにするとともに、

地域、学校、競技種目等に応じた多様な形での実施環境の

構築を目指し、中学生期のスポーツ・文化活動のあり方に関

して定めたものである。

本指針をもとに、「可児市における部活動改革プラン」を作

成し、詳細のマニュアルとして「地域クラブ活動の手引き」「地

域指導者の手引き」「可児市立中学校施設利用の手引き」

「緊急対応マニュアル」「応急手当ハンドブック」を作成し運用

している。

地域クラブ活動を実施する中で見えてきた課題や問題に対

応するため、各種手引き等を随時見直しながら、部活動改革

を推進している。

指針・プラン・各種手引きについて



15

参考資料（活動写真）

2.実証内容と成果④

【指導風景（男子バスケ）】 【指導風景（女子バスケ）】

【練習風景（サッカー）】 【練習風景（野球）】
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地域スポーツクラブ活動の実施に至るまでの合意形成プロセス

2.実証内容と成果

●ステークホルダー

学校、保護者、UNIC事務局、体育連盟、種目協会、

アーラ、文化団体、地域指導者、教育委員会、市長部局

（事務局：市民文化部文化スポーツ課）

●経過

令和３年度に準備会を設置し、支援制度や運営体制の検討を行う

とともに、学校との連携を密とするために部活動調査委員会（教頭

会）を設置し、調査・協議・検討を行い、指針や各種手引きを作成し

た。令和４年度から令和５年度の２か年は、学校部活動と地域クラブ

活動（保護者会主体）にて共同実施を行い、試行的に地域クラブ活

動を実施した。試行実施の結果を踏まえて、準備会・部活動調査委

員会にて検討を行った結果、総合型地域スポーツクラブ（可児ＵＮＩ

Ｃスポーツクラブ）を受け皿とした実施体制を整備するとともに、地域ク

ラブ・学校利用・指導者等の手引きを作成し、実施主体をＵＮＩＣ、

運営団体を市とした体制で令和６年度から本格実施をスタートした。

令和３年度

○準備会設置
○部活動調査
委員会の設置
（教頭会）

学校・保護者・
指導者の三者協
議による試行実
施から見えた問
題点の整理
→推進内容を見
直し

令和４年度～令和５年度 令和６年度～令和７年度 令和８年度

アンケート等各種
調査、学校協議・
調整、課題整理、
支援制度・運営
体制の検討
→各種手引き・プ
ラン等を作成

生徒・保護者・
教員への説明

学校と地域
の共同実施
【試行実施】
をスタート

ＵＮＩＣを実施
主体とした
【本格実施】
をスタート

三者協議による
PDCAの実施

ＵＮＩＣによる

地域クラブへの

完全移行

●実施内容

令和６年４月から、市内５中学校の部活動を主体とした46の地域ク
ラブを設置し、休日の指導部分を地域指導者に移行した地域クラブ活動
をスタートした。

●実施にあたって生じた課題

「指導者不足」「持続可能な指導者の確保」が最も大きな課題である。
各種目協会とも協議し指導者を派遣してもらっているが、依然として指導
者が不足している。また、指導者が少ないため負担も増大している。

他にも「謝金や交通費、資格手当などの予算確保」「スマートキーの導
入」「学校との連携方法」「大会等の参加」「合同チーム・拠点校」「運営
体制」なども課題である。

●今後の展開

部活動改革自体が発展途上であるため、年２回学校・保護者・指

導者による三者協議をすべてのクラブで実施し、現場の意見や提案をも

とに、不断の見直しを行い、改革を進めていく。
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地域連携・地域移行の推進に向けたロードマップ

3.今後の方向性

「休日の部活動」を地域クラブに移行！

今後は、地域指導者の更なる拡充に努め、部活動顧問の部活動関連の休日出勤を、令和５年度対比で

・令和７年度は、「30％以下」とする。

・令和８年度は、「10％以下」とする。



地域スポーツクラブ活動体制整備事業

令和6年度

地域スポーツクラブ活動への移行に向けた実証事業

岐阜県 山県市

自 治 体 名 ：

担 当 課 名 ：

電 話 番 号 ：

岐阜県 山県市

０５８１－２２－６８４５

教育委員会生涯学習課
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基本情報 地域連携・地域移行における市区町村の現状・課題

1.自治体の基本情報

１ 現状

□部活動加入率７９％（前年比６％減）

【割合：運動系７２％、文化系２８％】

□平日活動日 週１日（冬季はなし）

・３校合同部活動（バス送迎）

□今後１０年で市内中学生３５％減

・本年６１２人→２０３２年４００人

□市合同部活動の推進

・運動系１０部、文化系４部

□総合型地域スポーツクラブとの連携

・２００１年度から休日は地域で実践

２ 課題

■休日部活動の地域移行の拡大を図る

■生徒のニーズをつかみ、指導改善につなぐ

■総合型地域スポーツクラブと体育協会との

協力体制を強化する

■休日の部活動移動支援バス等の運行支

援による保護者負担の軽減を図る

■日頃の指導改善につながる研修会を開催

し、指導者のスキルアップを図る

面積 総面積221.98 k㎡

人口 24,811 人

公立中学校数 ３校

公立中学校生徒数 584 人

部活動数
27 部活

＊後期22 部活

市区町村の協

議会・検討会議

等の設置状況

設置済

市区町村の推進

計画・ガイドライン

等の策定状況

策定済

山県市立小･中学校の児童生徒数推計表より作成 山県市立中学校への調査結果より作成
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運営体制・役割 年間の事業スケジュール

2.実証内容と成果

●運営体制図（市区町村における推進体制図）

●行政組織内での役割分担

◉教育委員会(生涯学習課)主管課

・コーディネータ―（総合型クラブと学校、市教委との連絡調整）

・部活動の地域移行事業の方針と事業展開

・地域指導者研修会（県及び市）

◉教育委員会(学校教育課)

・山県市合同学校部活動の推進に係る方針、年度計画作成

・平日部活動の送迎バス運行

・地域移行に関する諸課題・事業の共有と協議

令和６年 ４月 主任指導者との打合せ・確認

令和６年 ６月 第１回スキルアップ研修会
(暴力根絶・救急法・熱中症予防)

令和６年 ８月 第２回種目別スキルアップ研修会
(バスケットボールクリニック)

令和６年 ８月 新たな地域スポーツ環境を考える会
(スポーツリンク白川視察研修）

令和６年 ９月 新たな地域スポーツ環境を考える会
(関係団体との連携強化)

令和６年 ９月 今後の部活動方針を発信
(中学校長会）

令和６年 ９月 中学生スクール訪問
(TSC倫理委員会訪問）

令和６年 ９月 中学生への意識調査実施

令和６年１１月 第３回スキルアップ研修会
(体力測定の生かし方）

令和７年 １月 第４回スキルアップ研修会
(冬季のトレーニング指導）

令和７年 ２月 来年度の方針に係る関係者協議
(TSC.中学校長会.市教委)

令和７年 ３月 地域部活動種目関係者打合せ
(顧問・主任コーチ・保護者会代表)
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地域スポーツクラブ活動の運営実績

2.実証内容と成果

①全体に関すること

中学校数 市内３校 実施した地域クラブ総数 12クラブ

ケース別クラブ数
A：部活動を地域移行した形のクラブ数（及び移行された部活動数） 12クラブ（12部活）

B：部活動を移行する形態ではない地域クラブ（新たな種目のクラブを新規に創設するケース等） ０クラブ

全体の指導者数 46人 全体の運営スタッフ数 5人

②各クラブに関すること

クラブ名
運営団体
種別

種目
※新規のものは末
尾に（新）を付ける

実施回数 実施時間帯
参加者

（学年別）
実施期間 活動場所

指導者
数

運営スタッフ数
（他クラブと兼務）

会費
大会参加方

法

NPO法人
チーム
ヤマガタ
スポーツ

クラブ

総合型
地域SC

バレーボール
月 4 回／
週 1 回

13:00-16:00
１年‐７人
２年-７人
３年-９人

4/1～
3/31

美山中学校
体育館

３人
４ 人
(内兼務３人)

年会費
市内7800円
市外8800円

中体連：部
活動
その他：地域
クラブ

NPO法人
チーム
ヤマガタ
スポーツ
クラブ

総合型
地域SC

ハンドボール
月 4 回／
週 1 回 9:00-12:30

１年‐14人
２年-15人
３年-２人

4/1～
3/31

高富中学校
体育館

4 人
４ 人
(内兼務３人)

年会費
市内7800円
市外8800円

中体連：部
活動
その他：地域
クラブ

NPO法人
チーム
ヤマガタ
スポーツ
クラブ

総合型
地域SC

剣 道
月 4 回／
週 1 回 9:00-12:30

１年‐３人
２年-４人
３年-５人

4/1～
3/31

総合体育館
多目的ﾎｰﾙ

4 人
４ 人
(内兼務３人)

年会費
市内7800円
市外8800円

中体連：部
活動

その他：地域
クラブ
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地域スポーツクラブ活動の運営実績

2.実証内容と成果

②各クラブに関すること

クラブ名
運営団体
種別

種目
※新規のものは末

尾に（新）を付ける

実施回数 実施時間帯
参加者

（学年別）
実施期間 活動場所

指導者
数

運営スタッフ数
（他クラブと兼務）

会費
大会参加方

法

NPO法人
チーム
ヤマガタ
スポーツ
クラブ

総合型
地域SC

女子
バスケット
(新)

月 4 回／
週 1 回 13:00-16:00

１年‐14人
２年-６人
３年-３人

4/1～
3/31

高富中学校
体育館 ６人

４ 人
(内兼務３人)

年会費
市内7800円
市外8800円

中体連：部
活動
その他：地域
クラブ

NPO法人
チーム
ヤマガタ
スポーツ
クラブ

総合型
地域SC

バドミントン
月 4 回／
週 1 回 9:00-12:00

１年‐19人
２年-９人
３年-17人

4/1～
3/31

総合体育館 ３人
４ 人
(内兼務３人)

年会費
市内7800円
市外8800円

中体連：部
活動
その他：地域
クラブ

NPO法人
チーム
ヤマガタ
スポーツ

クラブ

総合型
地域SC

卓球(新)
月 4 回／
週 1 回 9:00-12:00

１年‐７人
２年-11人
３年-３人

4/1～
3/31

高富コミュニ
ティセンター

３人
４ 人
(内兼務３人)

年会費
市内7800円
市外8800円

中体連：部
活動
その他：地域
クラブ

NPO法人
チーム
ヤマガタ
スポーツ
クラブ

総合型
地域SC

男子／女子
ソフトテニス

月 4 回／
週 1 回

9:00-12:00
１年‐６人
２年-14人

３年-10人

4/1～
3/31

総合テニス
コート

６人
４ 人
(内兼務３人)

年会費
市内7800円

市外8800円

中体連：部
活動
その他：地域
クラブ

NPO法人
チーム

ヤマガタ
スポーツ
クラブ

総合型
地域SC

陸上(新)
月 4 回／
週 1 回

9:00-12:00
１年‐５人
２年-５人
３年-６人

4/1～
3/31

高富中学校
グラウンド

３人
４ 人
(内兼務３人)

年会費
市内7800円
市外8800円

中体連：部
活動

その他：地域
クラブ
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地域スポーツクラブ活動の運営実績

2.実証内容と成果

②各クラブに関すること

クラブ名
運営団体
種別

種目
※新規のものは末
尾に（新）を付ける

実施回数 実施時間帯
参加者

（学年別）
実施期間 活動場所

指導者
数

運営スタッフ数
（他クラブと兼務）

会費
大会参加方

法

NPO法人
チーム
ヤマガタ
スポーツ
クラブ

総合型
地域SC

ソフトボール
月 4 回／
週 1 回

9:00-13:00
１年‐５人
２年-１人
３年-３人

4/1～
3/31

伊自良中
・総合グラウ
ンド

４人
４ 人
(内兼務３人)

年会費
市内7800円
市外8800円

中体連：部
活動
その他：地域
クラブ

NPO法人
チーム
ヤマガタ
スポーツ
クラブ

総合型
地域SC

軟式野球
月 4 回／
週 1 回

9:00-13:00
１年‐８人
２年-５人
３年-10人

4/1～
10/31

総合
グラウンド

６人
４ 人
(内兼務３人)

年会費
市内7800円
市外8800円

中体連：部
活動
その他：地域
クラブ

NPO法人
チーム

ヤマガタ
スポーツ
クラブ

総合型
地域SC

サッカー(新)
月 4 回／
週 1 回

9:00-11:00
１年‐３人
２年-６人
３年-７人

9/1～
3/31

高富中学校
グラウンド

４人
４ 人
(内兼務３人)

年会費
市内7800円
市外8800円

中体連：部
活動
その他：地域
クラブ

③その他、体験会やイベント等の開催実績

「TSCスクール生体力測定会」
令和6年11月30日(土) 7種目37名参加
測定項目：反復横とび、５方向走、立ち幅跳び、垂直とび
測定員：TSCコーチ（指導者研修として参加）

「TSCスクール冬季トレーニング教室」
令和7年1月25日(土)
テーマ「走る・跳ぶ・投げる能力を高める」
講師：岐阜県スポーツ科学センター研究員

運営主体「TSC」作成要項
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主な取組例

2.実証内容と成果

●運営体制図（地域クラブ活動を実施する際の運営体制図）

地域クラブ活動で実施
した種目

ソフトボール、ハンドボール、バドミントン
軟式野球、卓球、陸上競技、剣道
女子バスケット、サッカー、男子ソフトテニ
ス、女子ソフトテニス、女子バレーボール

運営団体名 NPO法人チームヤマガタスポーツクラブ

期間と日数
期間：4月～3月
日数：月4回程度

指導者の主な属性 クラブ登録コーチ

活動場所 総合運動場、中学校グラウンド・体育館

主な移動手段 各自移動（保護者送迎）

１人あたりの参加会費
等（年額）

入会金(初年度)1,000円
年会費6,000円
（3年生は半期3,000円選択可能）

１人あたりの保険料
スポーツ安全保険
生徒１人あたり：800円/年
指導者１人あたり：1,850円/年

●NPO法人チームヤマガタスポーツクラブ 活動概要

●統括責任者 理事長兼事務局長

役割：事業の総括、全種目共通取組事項の提示

●主任指導者 各種目１名

役割：活動計画･指導方針立案、顧問との連携、管理と指導を行う

●担当指導者 各種目２名

役割：技術指導、安全管理指導を行う

●指導者や運営スタッフなどの役割分担等
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取組内容

2.実証内容と成果

・市コーディネーターによる運営団

体と中学校との連絡調整を行う。

・運営団体の事務局と担当指

導者による連携を強化し、円滑

な地域クラブ活動の実施に取り

組む。

・市教委・運営団体合同訪問

事業を通じて、指導運営実態を

把握し、指導助言を行う。

・休日地域クラブ活動のバスによ

る送迎の需要調査を行う。

◯昨年度は、地域移行に係る連絡調整をコー

ディネーターが 細やかに行ってきたが、本年度

は中学校(校長会、部活動主任）及び運営

団体の総合型地域スポーツクラブTSCが主体

的に動いて連携を図ることとした。運営団体事

務局は事務の流れを把握し、円滑に関係者と

の連絡調整を行うことができた。また、中学校

長会は市の方針を理解し、具体的な方針を

作成し、学校側の理解が深まってきた。特に、

中体連大会に地域クラブとして２種目が参加

したが、顧問・主任コーチが中体連担当者への

確認や生徒・保護者への説明を着実に行い、

円滑に参加することができた。

●取組項目名 ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

取組事項 取組の成果

今後の課題と対応方針

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

コーディネーターの具体的な動きの実績

□週１回の運営団体事務局とのミーティングを実施した。

□運営団体が行う指導者研修会の企画立案に係る指導助言を行った。

□種目関係者(顧問・コーチ・保護者会)からの質問や相談を受け、状況

に応じて適切に対応できるように指導助言を行った。

■市内３校の合同部活動の休日活動に係る保護者負担を軽減する

ためのバス送迎予算化に向けた市との協議を行う必要がある。

■受益者負担と公費負担並びに運営団体への委託費などについての

市との協議が必要である。

今後の部活動について（抜粋） 令和6年9月6日 中学校長会
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取組内容

2.実証内容と成果

第１回（市体育協会と合同開催） 参加21人

６月８日(土) 13:30～16:30 山県市総合体育館

講義「子どもの権利とスポーツの原則」

講義と演習「救急法及び熱中症予防を学ぶ」

講師 JSPOジュニアスポーツ指導員,日本赤十字社認定救急法指導員

第2回 コーチングクリニック 参加指導者5人・生徒28人

８月４日(日) 13:00～16:00 高富中学校体育館

「バスケットボールのスキルアップを図る効果的なトレーニング」

講師 中部学院大学男子バスケットボール部顧問

第3回 コーチングクリニック 参加指導者18人･生徒37人

１１月３０日(土)18:30～20:30 山県市総合体育館

「体力測定を指導に生かす」（兼．スクール生体力測定会）

講師 JATI認定 特別上級トレーニング指導者

第４回 コーチングクリニック

１月２５日(土)13:30～16:00 山県市総合体育館

「走る･跳ぶ･投げる能力を高める」冬季トレーニングの実践

講師 岐阜県スポーツ科学センター 研究員他

●取組項目名 イ：指導者の質の保障・量の確保①

取組事項

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

指導者研修会の開催

「第1回研修会」 講義：子どもの権利とスポーツの原則 演習：救急法

「第２回研修会」 バスケットボールのスキルアップを図る効果的なトレーニング

「第３回研修会」 敏捷性2種目・パワー2種目の正しい測定、測定結果の生かし方を学ぶ

指導者研修会の様子



10

取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 イ：指導者の質の保障・量の確保①

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

今後の課題と対応方針

■本年度第１回の研修会は定番として多くの指導者が参加しやすい

日にちを設定する。

■種目別のクリニック形式は好評であり、来年度も希望種目について

実施できるようにしたい。岐阜県スポーツ科学トレーニングセンターの

助言をいただきながら、効果的な指導方法を取り入れていきたい。

取組の成果

指導者研修会の開催

◯第１回の研修は、体育協会と総合型地域スポーツクラブによる合同

研修会（コンプライアンス研修）として開催したことにより、市内スポ

ーツ団体との連携の一歩とすることができた。

◯第２回の研修は、指導法の研修を希望する種目別クリニックとして

バスケットボールが取り組んだ。中部学院大学顧問を講師に招き、

開催したが、その後も講師のご厚意により数回にわたって指導に来て

いただくことができ、指導法の工夫改善につながっている。

◯第３回の研修は、「スポーツ科学を取り入れた指導改善」をねらいと

して開催した。指導者は７種目１６人、生徒は７種目３７人が

参加した。生徒には、個票を後日配布し、主任コーチには一覧を提供

することができた。

◯第４回の研修は、１月２５日に実施するが、第３回の研修とつな

いだ冬季のトレーニング指導を実施する。講師には、岐阜県スポーツ

科学センターに依頼している。

TSC作成「参加中学生に提供した体力テスト記録表」

実施後にコーチとの意見交流（上）

講師からの生徒への助言(下)
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取組内容

2.実証内容と成果

・総合型地域スポーツクラブ、体

育協会、スポーツ少年団、ス

ポーツ推進委員など市のスポーツ

を推進する団体の連携を強化す

る。

①山県市スポーツ座談会(仮称) 6月22日(土)

各団体事業の成果と課題を元に今後のスポーツ推進

に係る意見交流を行った。

参加者は、有識者3人、スポーツ団体代表者6人、

教育長、行政担当者6人の15人。

②先進地視察（白川町） ８月５日(月)

(一社)スポーツリンク白川設立までの取組及び部活動

の地域移行の取組について視察を行った。

参加者はスポーツ団体4人、行政4人。

③山県市スポーツ座談会(仮称) 9月2日(月)

先進地視察を終えた感想を交流し、本市にあった取組

について意見交流を行った。出席は、視察参加者。

●取組項目名 ウ：関係団体・分野との連携強化

取組事項 取組の概要

今後の課題と対応方針・スポーツ座談会(仮称)を行い、各団体の事業について理解を深めるとともに、今後のスポーツ推進

に係る夢や願いを語り合うことができた。

・スポーツリンク白川の視察を通じて、設立までの苦労や努力、熱意を知ると共に部活動の地域移

行の取組も含めて参考になることが多く、「山県市モデル」（山県市の実情に合ったやり方）を見出

していくために貴重な機会となった。

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

取組の内容

・山県市スポーツ座談会（仮

称）を開催する。

・先進地として、一般社団法人

スポーツリンク白川への視察を行

う。

取組の成果

・多世代、多志向に応えるプログラム（体験、教

室、大会等）を整備する上で、体育協会、ス

ポーツ推進委員等の団体が積極的に参画でき

るように連携を強化していく。

「スポーツリンク白川への視察の様子」
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 エ：面的・広域的な取組

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

○市内3中学校の部活動を

地域移行の取組促進

○地域クラブでの大会参加の

取組促進

◎休日は地域クラブで12種目

・軟式野球(10月以降は学校)

・ソフトボール ・サッカー ・陸上

・女子バレー ・女子バスケ

・ハンドボール ・バドミントン

・剣道 ・卓球 ・男女ソフトテニス

◎地域クラブでの大会参加2種目

・陸上競技 ・卓球

■地域クラブ指導者を確保する。

・柔道（昨年度末で引退）

・軟式野球(10月で退任)

■部員数不足の種目の対応を

学校側と協議する。

・休廃部、他校(他市)との合同の

方針を明確にする。

取組事項 活動種目

今後の課題と対応方針取組の成果

市外中学校との合同活動

「サッカー」クラブ同士の合同練習

休日は、TSCサッカースクールで

岐阜市三輪中学校（みわスポー

ツクラブ）と合同練習を実施してい

る。お互いに後期は部員数が不足

していたことがきっかけである。

このケースは、運営主体TSCや

顧問と協議を行い、安定的に持続

できるように進めてきた。

市外中学校からも参加

「卓球」「陸上」「バレーボール」等

市外中学生の参加

・卓球には卓球部のない岐阜市の

中学校から数名参加している。

・陸上には近隣市の中学校から

練習環境としてTSC会員となり

活動している生徒もいる。

・女子バレーボールも陸上と同様に

練習に参加している生徒がいる。

○休日地域部活動は、昨年度８部

から本年度１２部に増加した。

○地域クラブでの大会参加は本年度

からであったが、陸上と卓球の２部が

参加した。

○地域移行種目は、関係者の理解

を得て円滑に実施できた。

山県市教育委員会生涯学習課作成資料
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 オ：内容の充実①

取組事項

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

〇競技力向上を志向する生徒

へのプログラムを展開する。

・バスケットボール教室

・体力測定会

・冬季トレーニング教室

※活動の詳細は、取組項目

イ：指導者の質の保障・量の確

保②に掲載した。

〇参加生徒への意識調査を実

施し、指導改善につなぐ。

・実施時期 9月

・対象 1,2年生会員

意識調査対象

□調査対象は生徒のみ。

・昨年度、生徒・保護者・コーチ・

顧問に調査を実施した。本年度

は生徒の満足度を中心に調査

し、指導改善(内容の充実)に

生かすようにした。

意識調査人数

□119人(1,2年生会員)

・バレーボール８ ・サッカー8

・ハンドボール28 ・卓球7

・ソフトボール3 ・剣道7

・バスケットボール10

・バドミントン10 ・陸上競技6

・軟式野球11 ・ソフトテニス21

取組の成果

①加入の目的は、「楽しく,向上」が最も多かった。

②TSC活動満足度「4.1」 昨年度と同じ。

③体力/技能の満足度「3.9」 昨年度より0.2ポイント下がった。

④仲間関係満足度「4.1」 昨年度と同じ。

⑤活動日数 学校部活動「60％」 TSC活動「70％」が適当。

活動時間 学校部活動「79％」 TSC活動「75％」が適当。

⑥コーチ指導の満足度「4.0」(4以上が7種目、内4.5以上は4種目)

⑦コーチ指導の感想

指導がわかりやすい「77％」 体力・技能が向上している「75％」

指導が厳しい・わかりにくいが「14％」（一部の種目）

⑧改善を期待すること

・方針、頻度、活動内容、指導等に関する意見が出された。

・活動内容と指導に関する記述が最も多かった。

★本結果は、各指導者、TSC理事会にて報告され、指導改善への参考と

するように取組がなされた。
今後の課題と対応方針

■「学び続ける・生徒と共に成長するコーチ」を育成するために、「生徒の声」を真摯に受け止め、「勝利至上主義やマンネリ化した指導」に陥ることなく、課題

解決につながる研修会を開催し、スキルアップを図っていく。
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 オ：内容の充実②

取組事項

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

TSC倫理委員会 中学生スクール訪問

９月２１日(土)に６種目を訪問し、活動見学と委員長からの激励を行った。

訪問後にクラブハウスで意見交流を行い、訪問の感想を後日まとめて配信した。

本年度から新たに加わった種目 「サッカー」「陸上競技」への訪問

「バスケットボール女子」への訪問 「ソフトテニス男子・女子」への訪問

「バドミントン」への訪問 新チームから市合同部となった「剣道」への訪問

TSC倫理委員会 中学生スクール訪問の様子

運営主体「TSC」作成資料
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 オ：内容の充実②

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

今後の課題と対応方針

■各委員からは、昨年度のように全学年が揃う中体連大会前の６月頃

に来年度は実施してほしいと要望があった。

■また、全体に対して「今日の目標や課題を全体や個人で明確にもち、

練習することを大切にしてほしい。パフォーマンス向上に有効である。」

と委員から助言があり、各コーチに広げていきたい。

取組の成果

TSC倫理委員会 中学生スクール訪問

◯元教育長・小中校長、保健体育科教員OB、元高校バレー監督、

県バドミントン協会役員などの実績のあるメンバーで構成された倫理

委員会メンバーであり、中学生への望ましい指導について短時間での

訪問であっても、よさや課題を見いだすことができた。

以下に、TSC作成の委員感想メモを記載する。
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 カ：参加費用負担の支援等

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

TSCは、2001年以来、要保護・

準要保護家庭の山県市内小・中

学生会費について、年会費を扶助

している。

山県市就学援助費支給の可否

決定通知書の認定の証明書を持

参の上、捺印を頂き申請としている。

○扶助申請の提出に伴い、既納金額を返金

扶助額(全額返金) \7,800

(内訳) 入会金￥1,000

年会費￥6,000

スポーツ保険￥800

取組事項 要保護・準要保護家庭の生徒への支援

■扶助内容

【扶助対象者内訳】

１年生→５人 ２年生→３人 ３年生→１人

【返金額】

￥7,800→４人 (合計\31,200）

￥6,800→５人 (合計\34,000) 2期申請者

■本年度の実績

TSC入会案内（会費等）

取組の成果

今後の課題と対応方針TSC扶助制度の対象者と扶助内容

TSCホームページ、市内中学校に募集チラシととも
に扶助制度について周知を図っている。

「TSC募集チラシより（抜粋）」 「TSC扶助制度についての案内より（抜粋）」

■扶助制度の周知は図られ

てきたが、今後受益者負担と

公的支援のバランスについて

方針を明確にする必要がある。
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総括・成果の評価・今後に向けて

2.実証内容と成果①

●成果の評価●総括

■学校部活動を地域部活動へスライドさせることが目的ではなく、中学生にとって豊か

な体験や学びの機会を提供することが大切になるため、学校側とも内容について検

討していく。

■指導者謝金について、休日学校部活動に従事した際の顧問への手当金額を参

考として設定を見直していく。

■総合型地域スポーツクラブと体育協会、スポーツ少年団、スポーツ推進委員による

連携体制を構築し、中学生だけでなく、市民スポーツ活動の充実を図る。

●今後に向けて

１ 山県市合同部活動の推進と体制整備

少子化が進む現状を見据えた取組である「山県市

合同部活動」(令和2年度から推進)は、6年度の後

期では、22部中17部(昨年度12部)と大きく増え、

単一校部活動は4部(昨年度12部)と大きく減少し

ている。来年度中には、すべての部が「合同部活動」

となる見込である。

２ 地域部活動への移行を推進

休日地域部活動に参加した部活動は、昨年度の

運動系８種目9部から本年度は11種目12部に増

えた。このうち、軟式野球は11月から地域指導者体

制が確保できなくなり、現在は学校部活動として行っ

ている。

中体連大会には、陸上と卓球の2種目がTSCで登

録し、参加した。

３ 指導改善と内容の充実を図る取組

指導者研修会について、年間4回実施した。生徒

への指導に生かすことを大切にした取組を行い、コー

チと生徒が一緒に学ぶ機会を提供することができた。

○山県市合同部活動種目の推進については、山県市中学校長会が市の方針を受

けて、主体的に具体的な取組方針を発信したことが有効であったと考える。

○休日地域部活動への参加については、各部活動関係者の了解が得られることを

前提として進めており、コーディネーターやTSC事務局が相談に乗りながら進めてきた。

○中体連等の大会への地域クラブでの参加については、陸上と卓球の2種目であった

が、TSCとして大会参加基準を明確にしたことにより、判断がしやすくなった。

○地域部活動を推進するために、地域指導者の確保と質の保障は最も重要な条件

の一つである。研修会の開催にあたっては、指導者の希望や生徒への還元を大切に

して研修会の内容を工夫することが大切である。
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中学生への意識調査結果

2.実証内容と成果②

【中学生会員への意識調査結果－１】 【中学生会員への意識調査結果－２】
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中学生への意識調査結果

2.実証内容と成果②

【中学生会員への意識調査結果－３】 【学校/保護者説明資料 山県市教育委員会作成】

山県市立中学校部活動の地域移行プラン
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2.実証内容と成果②

【学校/保護者説明資料 山県市教育委員会作成】

山県市立中学校部活動の地域移行プラン説明資料
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参考資料（活動写真）

2.実証内容と成果④

【バドミントンスクール】 【ソフトテニススクール】

【サッカースクール】 【バスケットボールスクール】
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参考資料（活動写真）

2.実証内容と成果④

【体力測定会参加者への説明】

【5方向走】

【立ち幅とび】 【垂直とび】

【反復横とび】
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地域スポーツクラブ活動の実施に至るまでの合意形成プロセス

2.実証内容と成果

令和４年

推進会議
設置/協議

地域部活動
モデル先行実施

令和５年 令和８年 令和９年

教員意識調査
地域団体打診

方針・計画
受け皿団体

地域クラブ活動
完全実施

地域クラブ活動
平日も実施

「山県市合同部活動」開始

●市教委

・少子化と安定的活動保障

学校の枠を超えた参加環境

●経過

・令和2年度開始 2種目

・令和3年度 10種目

・令和5年度 11種目

●実施にあたって生じた課題

・拠点校への移動→バス運行

(水曜日放課後バス運行)

●実施内容、工夫した点 等

・合同部活動の必要性理解

・関係者の合意を得て

山県市地域部活動推進会議

●委員構成

・元大学教授・元教育長

・地域団体・保護者代表

・学校代表・教育長

・市教委担当

●経過

・年3回会議開催

・部活動の現状と課題

・山県市に合った方策

●実施にあたって生じた課題

・文化系の受け皿団体困難

・一律実施は困難

●実施内容、工夫した点 等

・一律でなく「できることから」

行う段階的に試行しながら

検証していく。

「地域部活動モデル事業」開始

●運営団体(運動系）

NPO法人TSC

●経過

・モデル種目の選定はTSCと

連携している部から実施

●実施にあたって生じた課題

・会費・移動負担・他クラブ

加入生徒等から合意が得

られなかった部があった。

●実施内容、工夫した点 等

・運営団体の運営や指導上

の課題に対して、コーディネ

ーターを中心に働きかけて

軌道に乗せるようにした。

「地域クラブ活動」完全実施

●方針

・山県市合同部活動移行

・休日部活動の完全移行

・平日放課後も完全移行

（希望教員は職専免で）

●課題と対策

・活動場所への移動支援

→送迎バス運行支援

→平日1日＋土曜日

・大会への地域クラブ参加

→大会参加基準の明確化

・受益者負担と支援方針

・文化系部活動の地域移行

→指導者確保

→学校施設の使用方法

・多様なニーズと地域環境
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地域連携・地域移行の推進に向けたロードマップ

3.今後の方向性


	可児市
	山県市



